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１．はじめに
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セルフパワードとカタカナ表記にすると何を

意味する言葉か分かりにくいが、英語表記で

は、Self-poweredとなる。これは、自分自身に

動力を供給することを意味し、まわりの環境か

ら必要なエネルギを取り出して、エネルギの

供給を受けずに動作するような装置を指す言葉

である。太陽光発電と二次電池の利用によっ

て、電気を供給しなくても光るLED照明器な

どは、セルフパワードと呼ぶことができる。明

らかにゼロエミッションであり環境にも良いの

であるが、基本的には発電規模が小さく、世の

中の環境問題を解決するほどの大きさはない。

どちらかというと、電力線を設置したりする手

間を省くことを目指したものが多く、小形セン

サやマイクロマシンなど、小さくて電力を伝送

することが困難なものへの応用を目指すことが

一般的である。

この研究には学生時代から取り組み、再開と

中断を繰り返しながらも、続けている研究であ

る。この紙面を拝借して、今まで行ってきたこと

と、本技術の周辺を紹介させて頂こうと思う。

２．セルフパワード・アクティブサスペンション

振動・制御を専門とする私がこのようなこと

に関心を持つようになったきっかけは、自動車

のアクティブサスペンションに関する研究を始

めた時である。自動車などの乗り物には、多く

の場合、サスペンションというものが設置され

ている。タイヤと車体の間に、ばねとダンパと

呼ばれる減衰装置を取り付け、振動が車体に伝

わらないようにしているものだが、これがない

と、道の凹凸が直接車体に伝わって、乗り心地

は大変悪くなる。さらに、これに、加速度計（振

動レベルを測定するセンサ）とアクチュエータ

（力を出す装置）を取り付けて、振動の状態に
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応じて、アクチュエータが力を出すことによっ

て、より効果的に振動を抑制するものがアク

ティブサスペンションである。1989年に実用化

し、最先端技術を駆使したものであった。様々

な自動車にも普及することが期待されたが1、残

念ながら、思ったよりも普及はしなかった。そ

の理由の1つとして挙げられるのが、消費エネ

ルギの問題である。電子制御式の油圧アクチュ

エータを用いていたが、このシステムを動作さ

せる際のエネルギ消費量が大きく、その結果、

燃費が悪化してしまう。この問題を解決する必

要があった。

一方、振動とは、ばねなどに蓄えられたポテ

ンシャルエネルギと運動エネルギが交換されな

がら一定量のエネルギが存在している状態であ

り、それ自体がエネルギ源である。そこで、振

動から発電を行い、そのエネルギを用いて、ア

クティブサスペンションを行うことを考えた。

発電できるエネルギ量が消費する量を上回れ

ば、エネルギを供給せずにアクティブサスペン

ションを実現することができる。

このコンセプトは、まさに、セルフパワード

の考えであるが、当時はこの言葉も知らずに研

究を始めていた。そのような時に、振動から発

電を行い、そのエネルギを使って半導体回路を

動作させることを提案した論文に出会い2、初め

て、セルフパワードという言葉を知った。それ以

降、このシステムを、セルフパワード・アクティ

ブサスペンションと名付け、研究発表を行って

いる。今では、この言葉も論文雑誌や講演会で

チラホラ見られるようになり、少しずつ市民権

を得つつあるのではないかと思っている。

模型実験によって、エネルギを供給せずにア

クティブ制御を行い3、セルフパワード・アク

ティブサスペンションができる可能性がある

ことを示した。その後は、大型トラック、乗

用車、新交通システム車両などへの応用も検討

したが、実は、同じ考えを舶用能動型減揺装置

（100tの錘を電動モータで動かして船の横揺れ

を抑制する装置）に適用したものが最もうまく

いきそうであった。波の力は、陸上の交通機関

が受ける外乱に比べて大きいので、船舶の能動

型減揺装置では、多くの発電量を得ることがで

き、理論上は、最もセルフパワード化しやす

い対象であった。メーカーとの共同研究も進

み、模型船での実証試験にも成功している4。

ただ、船舶と言う孤立した系の中で、多大な発

電電力をどのように蓄え使うのかなどが不明で

あり、装置も高価であることから、まだ、実用

化はしていない。技術的には十分に可能と分

かっているので、機が熟するのを気長に待って

いる。

３．電磁サスペンション

理論的には、自動車のアクティブサスペン

ションのセルフパワード化は十分に可能であ

る。ただし、実際にサスペンションで発電を行

う装置が存在しないので話に信憑性がなく、実

用化に向けた話が進まない状況であった。その

ため、当時学生であった私が所属していた研究

室（情報学環兼任の須田教授の研究室）の後輩

が、自動車のサスペンションに設置可能な、発
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電を行うアクチュエータを試作した。アクチュ

エータは電動モータと回転と並進運動を変換す

るボールねじから構成されている電磁式のも

のである（図１）。このような電磁式アクチュ

エータを取り付けたサスペンションを電磁サス

ペンションと呼んでいる。図２はアクチュエー

タを搭載した自動車の写真である。電磁サスペ

ンションが装着されている後輪が図３のような

板を乗り越えるだけで、最大160W程度の発電

を行うことができ5、セルフパワード化の可能

性を示すことができた。

図1　電磁式自動車サスペンション用アクチュエータの模式図

図2　電磁式アクチュエータを搭載した自動車

図3　サスペンションによる発電実験

このように発電を行う目的で試作した電磁式

アクチュエータであるが、電磁式であるため応

答性が良く、また、コンプレッサーや高圧タン

クが不要な油圧や空気圧アクチュエータと比べ

DC motor
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て、システムが簡潔にでき、エネルギ効率も向

上することが期待できる。そのようなことか

ら、セルフパワード化を目的とするよりも、こ

のようなアクチュエータを実際の自動車のサス

ペンションに取り付ける研究を、メーカーと共

同で進めている。実際に販売されている自動車

に取り付けられるまでに越えなければならない

ハードルはまだあるが、近い将来には、当たり

前の技術になることを期待している。

３．パワーハーベスティング

セルフパワードの研究をしてきたが、歩行時

に発生する人体振動からの発電、圧電素子によ

る振動からの発電など、振動からの発電技術

のみに注目した研究も行ってきた。このよう

な研究の発表件数は、近年、増えてきており、

パワー（エネルギ）ハーベスティングと呼ば

れている。英語表記では、power（energy）

harvesting であり、身の回りの環境、特に振

動などの今まで発電の対象とされなかったエネ

ルギ源から発電（収穫）する技術を指す。前述

したとおり、太陽光、風力などの自然エネルギ

発電と比べられるほどの発電量は期待できない

が、地産地消型の発電装置として、電力供給が

難しい小形センサ、半導体回路、マイクロマシ

ンなどへの応用が期待されている。国内では、

多数の研究者によって発電システムが提案され

ており、例えば、人が改札を歩いて通過する

際に床に生じる歪から圧電素子によって発電

する発電床など発表されている6。また、国外

に目を転じれば、今年（2010年）３月にアメ

リカ・サンディエゴで開催されたSPIE, Smart 

Structures/NDEにおいて、このトピックのみ

で複数のセッションが組まれるほど、多くの研

究が発表されていた7。どうしても、流行り廃

りがあるが、長い目で見れば、パワーハーベス

ティングの研究は着実に増えていくものと感じ

ている。

４．おわりに

長い間、セルフパワードの研究を行ってき

た。エネルギを供給せずに制御を行うことに成

功して喜んだりする一方、予測よりもあまりに

も少ない発電量にがっかりしたり、一喜一憂し

ながら、研究を続けてきた。電磁サスペンショ

ンに関しては、実用化に近い段階まで進んでき

たと思うが、世に出るためにはこれからが勝負

と思っている。

自動車１つを挙げても、多数の電子回路やセ

ンサが取り付けられている。今後もエネルギが

必要なデバイスが身の回りに増えていくことは

間違いない。今は、状態監視などの研究を中心

におこなっているが、如何に簡便にセンサ網を

動作させるかが課題の１つである。セルフパ

ワードの概念は、これからますます必要になる

と思っている。
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		  2.1.1.a　男性の利用頻度の詳細（上に同じ）

�　�目次は、原則として各論文毎には付けない。但し、学位論文の一括掲載や長編の調査研究

論文などの場合には付けることができる。

�　�本文中における外国人名などの固有名詞は、原綴りあるいは英語綴りを原則とするが、公

式の名称として著名なものはカタカナでもよい。

�　�本文中での参照文献の引用は著者姓と発行年をつけて次の例のようにする。著者が３人以

上の場合には初出の際には全著者の姓を書き、２度目以降は第一著者の姓を書き、和文献

では「他」、欧文文献では「et al.」を書き添える。

	 例）Rumelhart, Hinton, & Willams（1980）は…

	 …と主張している（丸山・田中・谷口, 1998）。

�　�査読にあたっての匿名性を確保するため、自己の既発表論文等の引用にあたっては、「拙
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稿」「拙著」等による表示は避け、氏名を用いる。

�　�註は、一連番号を参照箇所の右肩に「1」「2）」「⑶」などのように書き添え、各論文末に

一括掲載する。

�　�参照文献は、著者の姓のアルファベット順によって並べ、各論文末に一括掲載する。欧

文、和文を分けて掲載してもよい。

図・表・写真

�　�図・表は本文中の該当箇所に組み込む。

�　�図版は原則として白黒とする。

�　�仕上がり具合について希望がある場合は、その指示内容を欄外に付箋をつけて記すこと。

また、貼り付ける図・表・写真のできるだけ鮮明なコピー（写真の場合は原版）を、プリ

ントアウト原稿とは別途１部用意すること。

�　�図・表・写真について、ワープロ以外のアプリケーション（表計算ソフト、ドローソフト

など）で作成した電子的なデータがある場合は、そのデータファイルも併せて提出するこ

と。印刷業者が適切な措置を取るためのものである。

�　�図・表・写真のタイトルは、標準フォント（ＭＳ明朝10.5ポイント）を用い、以下のように

センタリングを施して記載する。図・写真の場合はタイトルの上に図・写真、表の場合は

タイトルの下に表を貼付すること。英語タイトルは省略してもよい。

	 例）	 ＜図＞

	 図4.2.2　利用目的との関係

	 （Fig.4.2.2 Comparison of the patterns by purpose of use）

外字

�　�外字が必要な場合は、当該箇所を空欄にしておき、プリントアウトに自記しておくこと。

外字は印刷時に業者が作成する。

その他の注意

�　�上記の他、章立て、見出し、引用、註、参考文献などは各学問領域における慣行に拠るこ

ととする。

�　�図書・出版委員会は、内容及び形式の双方について改稿または再提出を求めることができ

る。

�　�校正は原則として、初校のみ執筆者校正とする。大幅な修正は、原則として認めない。大

学院生の投稿の場合は、字句の修正以外は原則として認めない。
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�　�各論文執筆者には別刷30部と掲載誌３部を配布する。

�　�本投稿規定及び執筆要項の改正は図書・出版委員会の決議を経なければならない。

著者紹介の執筆

�　�論文の掲載が決まった著者は、著者紹介と自分の写真一葉を提出する。著者紹介には、生

年月や出身大学などの履歴、専門、主たる著書・論文、所属、所属学会などを書くことが

できる。

附則　この規定・要項は、平成21年１月16日から施行する。

東京大学大学院情報学環　図書・出版委員会
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